
IIIIII 地域との連携

１ コミュニティ・スクール（学校経営協議会）

コミュニティ・スクールは、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づいて学校経営協議会が

設置されている学校です。コミュニティ・スクールは、保護者や地域の皆さんが権限と責任をもって学校の

運営に参画する仕組みを有する、新しいタイプの公立学校であり、地域の教育力を学校教育に生かし、地

域に開かれた学校づくりの推進をめざすものです。

  小平市では、コミュニティ・スクールについて研究を重ね、小平市学校運営協議会規則に基づいて平成 19

年度から設置を進めています。

なお、平成 29 年度からは、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正に伴い、学校運営協議

会の設置が努力義務化されています。

（１）コミュニティ・スクールの状況（学校経営協議会設置校）

平成 19年度 小平第六小学校

平成 20年度 小平第四小学校

平成 21年度 小平第三小学校

平成 23年度 小平第八小学校

平成 26年度 小平第七小学校、小平第六中学校

平成 27年度 小平第十四小学校、学園東小学校

令和元年度
小平第十一小学校、小平第十三小学校・小平第二中学校
（※小平第十三小学校、小平第二中学校は、２校で１協議会を設置）

令和２年度 小平第五小学校、小平第九小学校、小平第十小学校

令和３年度 小平第二小学校、小平第十二小学校

令和４年度
小平第十五小学校、上宿小学校、小平第十三小学校、小平第二中学校
（※小平第十三小学校、小平第二中学校は、１校で１協議会設置に変更）

令和５年度 小平第一小学校、花小金井小学校、小平第一中学校、花小金井南中学校

（２）小平市におけるコミュニティ・スクール推進の方針（平成 19 年策定）※抜粋

① コミュニティ・スクールの基本的な考え方

学校が保護者の願いと地域の声を十分に受け止め、学校の自主性・自立性を尊重しながら、学

校・保護者・地域が「共に創る」＝「共創」により、教育活動の充実を図ることを基本的な考え

方とする。

なお、小平市では、従来の学校経営協力者会議の役割・機能を発展的に受け継ぐこととなるた

め、法律上の学校運営協議会を学校経営協議会と称する。

② コミュニティ・スクールに対する基本認識

地域に根ざした学校づくりの推進、学校の自主性・自立性の尊重、学校・地域・行政の連携、

教育委員会による活動支援などを、コミュニティ・スクールに対する基本認識とする。

③ 学校経営協議会の運営のあり方

学校経営協議会は、一定の権限と責任の下に学校経営に関与すること、説明責任を果たすこと、

権限の行使にあたっては教育委員会や学校から十分な情報提供を受けることなどを、そのあり方

とする。
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④ コミュニティ・スクールに期待すること 

コミュニティ・スクールの導入・推進により、特色ある学校づくり、多彩で多様な教育活動の

展開、地域コミュニティの醸成などが期待される。 

２ 学校経営協力者制度 

開かれた学校づくりを推進し、学校･家庭･地域社会の連携及び協力を図るとともに、地域ぐるみの教

育活動を充実するため、学校に学校経営協力者を置いています。 

  小平市立学校では、学校経営協議会を置く学校以外の全校に、学校経営協力者制度を設けており、

平成 13年度に制定された「小平市学校経営協力者に関する要綱」に基づいて活動が行われています。 

（１） 学校経営協力者の役割 

学校経営協力者は、校長の学校経営に関する権限と責任の下に、校長の求めに応じ、教育活動

の実施、学校・家庭・地域社会の連携の促進等、学校運営に関して意見を述べることができる。 

（２） 学校経営協力者の委嘱 

学校経営協力者は、校長の推薦に応じて教育委員会が委嘱する。 

校長は、学校の特色に応じ、保護者、地域の団体、青少年育成団体・機関、当該学校を卒業した

者等のうちから、適任者を推薦する。 

（３） 学校経営協力者会議 

校長は、必要に応じ学校経営協力者会議を招集し、これを主宰する。学校経営協力者会議は、校

長、副校長及び学校経営協力者をもって構成する。 

また、校長は、学校経営協力者会議を円滑に運営するため、次の取組を行う。 

・学校の教育目標、教育計画等に関する説明及び教育活動の公開 

・教育活動の実施状況に関する評価及びその結果に関する説明 

（４） 学校経営協力者会議の設置状況 

小学校（１校） 中学校（４校） 
鈴木小学校 小平第三中学校 

小平第四中学校 
小平第五中学校 
上水中学校 

 

  

− 31 −



 

 

 

３ 小平地域教育サポート・ネット事業（地域学校協働活動） 

地域住民等と学校が連携・協働し、地域社会全体の教育力の向上を図り、もって子どもたちの社会

性、自主性、創造性等の豊かな人間性を育むとともに、地域の活性化及び子どもたちが安心して暮ら

せる環境づくりを推進することを目的として、小平地域教育サポート・ネット事業を実施しています。 

なお、小平市では地域学校協働活動を小平地域教育サポート・ネット事業と称しており、学校の運営

や教育活動を支援する地域住民等のボランティアや、ボランティアと学校とを結ぶ地域教育コーディネ

ーターの養成とスキルアップを図り、地域と学校の連携・協働を推進し、「学校を核とした地域づくり」を

目指しています。 

（１） 経過 

小平市では、「世代を超えたコミュニティづくり」と「開かれた特色ある教育活動」を展開して

おり、平成 14年度からの３か年、東京都の地域教育サポート・ネット事業モデル地区の指定を受

けて、小平第二中学校地区の４校（小平第六小学校、小平第十三小学校、小平第十五小学校、小平

第二中学校）を対象に学校支援ボランティア及びコーディネーターの養成等のための事業を実施

した。 

この事業を３年間実施して、地域社会のもつ教育力、地域住民が有する教育資源を効果的に学

校教育に導入していくうえで、学校支援ボランティアが有効な仕組みであることが実証され、「開

かれた学校づくり」を地域の側から呼び起こすということにもつながった。 

平成 17年度からは、より一層地域に開かれた特色のある教育活動を推進することを目指し、小

平市単独事業「小平地域教育サポート・ネット事業」として、継続して実施した。平成 20年度か

らは国の委託事業「学校支援地域本部事業」を受託し、「小平地域教育サポート・ネット事業」に

取り組み、学校支援ボランティアを市内の全市立小・中学校へ拡大するため、さらなる展開・拡充

を図った。 

平成 23 年度には、「学校支援地域本部事業」が委託事業から補助事業に移行された中で、全校

に学校支援コーディネーターを配置するに至り、現在は全市的な取組として展開している。 

なお、平成 29年度から国が補助事業名を「地域学校協働活動推進事業」と変更した。小平市で

は、令和２年度から「学校支援ボランティア」を「地域住民等のボランティア」（以下、ボランテ

ィアという。）に、「学校支援コーディネーター」を「地域教育コーディネーター」（以下、コーデ

ィネーターという。）に名称を変更し、また、令和３年度からは、コーディネーターからの相談対

応及び助言等を行う統括コーディネーターを配置し、地域と学校の連携・協働をさらに推進する

こととした。 

（２） 地域住民等のボランティア 

特に資格は必要なく、各学校でボランティア登録をし、学校の要請により活動を行う。 

ボランティアには、大学生を中心とした学生ボランティアと、保護者や地域住民等による社会

人ボランティアがある。 

① 学習支援ボランティア 

児童に対する個別指導、パソコン授業補助、教科学習補助、専門知識を生かしたクラブ活動・

部活動の補助など。 

② 環境支援ボランティア 

花壇の手入れ、ビオトープの整備など。 

③ 図書ボランティア 

本の整理・修理、読み聞かせや、学校図書館内の飾り付けなどの環境整備。 

④ 安全ボランティア 

児童・生徒の安全な登下校のための見守りや声かけ。  
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（３） 地域住民等のボランティアの活動状況（令和４年度） 

内
容 

   延
べ
人
数
・
時
間 

授業支援等 介助 図書指導等 安全 

そ
の
他 

計 
教
科
・
総
合
的
な
学
習 

ク
ラ
ブ
活
動
・
部
活
動 

遠
足
・
校
外
学
習 

そ
の
他
行
事 

児
童
・
生
徒
の
介
助 

本
の
読
み
聞
か
せ
・ 

読
書
指
導 

本
の
貸
出
、
返
却
、 

整
理
等 

学
校
内
外
の
巡
視
等 

小

学

校 

学  生 
人数 376 0 0 0 3 0 0 0 36 415 

時間 2,134 0 0 0 8 0 0 0 54 2,196 

社会人 
人数 647 7 186 193 0 408 188 2,732 1,672 6,033 

時間 1,125 9 257 260 0 455 278 1,856 2,407 6,647 

中

学

校 

学  生 
人数 65 53 0 6 4 0 0 6 32 166 

時間 186 301 0 22 21 0 0 28 158 716 

社会人 
人数 78 6 0 23 0 64 181 15 132 499 

時間 285 18 0 58 0 14 157 15 172 719 

計 

学  生 
人数 441 53 0 6 7 0 0 6 68 581 

時間 2,319 301 0 22 29 0 0 28 212 2,911 

社会人 
人数 725 13 186 216 0 472 369 2,747 1,804 6,532 

時間 1,409 27 257 318 0 470 435 1,871 2,579 7,366 

合 計 
人数 1,166 66 186 222 7 472 369 2,753 1,872 7,113 

時間 3,728 328 257 340 29 470 435 1,899 2,791 10,277 

（４） 地域教育コーディネーター 

地域学校協働活動を実施していくために必要不可欠な存在であり、子どもたちの社会性や積極

的に学ぶ意欲を育むため、学校と地域、人と人や情報をつなぐパイプ役として、次のような活動

をしている。 

①  学校の教育活動や社会教育施設・関係団体の行事等において、地域資源を効果的に用い、そ

れぞれのニーズに応じて必要な人材をコーディネートする。 

②  学校や各関係団体と連携・協力して、ボランティア養成講座などの企画・運営を行い、必要

な人材の確保や、ボランティアのスキルアップを図る。 

③  地域住民等のボランティアの活動内容について、関係者と相談し連絡調整を行う。 

④  地域学校協働活動の理解促進のため、刊行物の企画・配布を行う。 

⑤  地域学校協働活動を円滑に推進するため、学校をはじめ各関係団体と必要な情報の共有を行

う。 

（５） 統括コーディネーター 

地域学校協働活動のさらなる充実を図るため、経験が豊富なコーディネーター等の中から、高

い資質・能力を有する者を統括コーディネーターとして教育委員会が委嘱し、次のような活動を

している。 

①  育てる 

地域教育コーディネーターの人材発掘及び育成 

②  生かす 

地域学校協働活動に関わる地域の方々（保護者・地域住民・学校経営協議会委員・放課後子

ども教室・ＰＴＡ・青少対・大学・ＮＰＯなど）への助言等 

 

− 33 −



 

 

 

③  知らせる 

地域住民の地域学校協働活動への理解促進 

（６） 中学校放課後学習教室 

放課後や週末、長期休業期間中などに、地域の人材を活用した補習やテスト前の学習支援、検定

対策の教室として、市立中学校全校で放課後学習教室を実施している。 

  

活活動動実実績績  

年度 実施校区数 実施回数 参加延人数 

平成 30年度 8校 597回 6,878人 

令和元年度  8校 585回 7,047人 

令和２年度  8校 215回 6,269人 

令和３年度  8校 262回 6,501人 

令和４年度  8校 308回 6,571人 

（７） 三市・学芸大地域教育連携推進講座 

平成 17 年度から、東京学芸大学と株式会社おもちゃ王国が産学連携研究組織「学芸大子ども未

来プロジェクト」を立ち上げ、特に生涯教育の場で質の高いボランティアの養成に関する研究を行

ってきた。プロジェクトでは、平成 19年度から三市（小平市・小金井市・国分寺市）と連携し、プ

ロジェクトの研究成果を生かし、各市が推進する地域による教育支援等の取組の目的別にプログラ

ムを開発して、各市公共施設や東京学芸大学を会場に講座を開催している。 

現在ボランティアとして活動している方々にはスキルアップとして、また、ボランティアに興味

のある方々にはボランティア活動のスタートをサポートする講座となっている。 

小平市では、学習支援や特別支援教育に係るボランティアの養成講座と位置づけ、講座内容を協

議・調整している。 
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４ 放課後子ども教室 

放課後等に子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を設けることにより、子どもたちが地域社

会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進することを目的として、放課後子ども教室を実

施しています。 

市立小学校で放課後や週末等に学校施設等を活用し、地域の方々の参画を得て、全ての子どもた

ちに安全・安心な居場所を提供するとともに、学びや体験、地域住民との交流等の活動の機会を提供

する取組を実施しています。 

（１） 経過 

この事業は、平成 16年度から平成 18年度に小平第四小学校、小平第八小学校で実施していた文

部科学省の委託事業である「地域子ども教室」を引き継ぎ、平成 19年度から小平第六小学校、小平

第十三小学校、鈴木小学校を新規に加え、５校で開始した。その後、新規に実施する学校区が毎年

度２～３校ずつ増え、平成 26年度には市立小学校 19校全校区での実施となった。 

（２） 事業の概要 

① 実施体制 

事業を実施する各学校区には、教室の運営に関わる総合的な調整役として中心的な役割を担う

コーディネーターを配置する。 

教室の実施については、コーディネーターを中心に、学校区ごとに教室の運営を担う実行委員

会を地域の方々等で組織し、教室のプログラムを中心的に実施する教育活動推進員及びプログラ

ムの実施のサポートや子どもたちの安全面を管理する教育活動サポーターを配置する。 

② 活動内容 

各実行委員会の創意工夫により、自主学習や宿題の見守り、英語や理科実験などの学習教室、

工作や伝統文化などの体験教室、球技等のスポーツ教室、学校内の花植え等の環境美化のボラン

ティア活動などが実施されている。 

③ 学童クラブとの連携 

全校区とも学校内で「放課後子ども教室」と「学童クラブ」が実施されており、両事業の連携

により、放課後子ども教室には学童クラブ入会児童も自由に登録・参加することができる。 

④ 運営委員会の設置 

コーディネーター、各実行委員会メンバー、学校関係者、行政関係者等で構成する運営委員会

を設置し、放課後子ども教室の推進に係る検討・検証などを行う。 

（３） 活動実績 

年度 実施校区数 実施回数 参加延人数 

平成 30年度 19校 3,726回 91,157人 

令和元年度  19校 3,546回 84,402人 

令和２年度  19校 1,301回 17,180人 

令和３年度  19校 1,898回 28,236人 

令和４年度  19校 2,994回 46,028人 
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５ 公民館事業企画委員会 

公民館を地域のコミュニティづくりの拠点とするために、「公民館事業企画委員会」を設置し、地域の

リーダーと継続的につながり、地域住民の意向を適切に反映した公民館の講座等を企画しています。 

（１） 経過 

「公民館の課題と今後の方向性－公民館のあり方検討に関する報告書－」（平成 26 年３月 小平

市作成）において、公民館を学習施設としてだけではなく、地域のコミュニティづくりの拠点とし

て機能する施設と位置づけ、地域と継続的につながり、地域の意向を適切に反映した公民館運営を

行うため、公民館事業企画委員会を各館に設置する方向性が示された。 

  

年度 設置館 

平成 26年度 １館（鈴木公民館） 

平成 27年度 １館（小川公民館） 

平成 28年度 ３館（上水南公民館、津田公民館、大沼公民館） 

平成 29年度 
６館（中央公民館、花小金井北公民館、上宿公民館、小川西町公民館、花小金井南

公民館、仲町公民館） 

※平成 29年度に全 11館に設置を完了 

（２） 公民館事業企画委員会の概要 

① 基本的な委員構成 

利用団体（利用者懇談会・友の会等）、公民館利用者、自治会関係者、ＮＰＯ法人、民生委員・

児童委員、地域福祉関係機関、校長・副校長、地域教育コーディネーター、放課後子ども教室コ

ーディネーター、青少年対策地区委員会関係者などで構成する。 

② 委員会の役割 

次年度実施する講座等を企画・検討する。 

※公民館事業計画や公民館のあり方検討に関する報告書に基づき検討し、企画する。 
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